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急傾斜地特別警戒区域（レッドゾーン）

一連の急傾斜地に係る崩壊対策事業を共同で実施する場合の補助限度の取り扱い

補助限度額
補助限度額は、崩壊対策を行う危険住宅戸数に150万円を乗じた金額となる。

ケース１ Ｆが１名で実施、危険住宅１戸 の場合
⇒ 個々の補助限度 150万円

ケース２ Ｆ・Ｇ・Ｈ・Ｉの４名で共同実施、危険住宅４戸、個々の負担割合25％ の場合
⇒ 個々の補助限度 600万円×0.25＝150万円

ケース３ Ａ・Ｂ・Ｄの３名で共同実施、危険住宅４戸、負担割合Ａ：10％、Ｂ：50％、Ｄ：40％ の場合
⇒ 個々の補助限度 Ａ：600万円×0.1＝ 60万円、Ｂ：600万円×0.5＝300万円、Ｄ：600万円×0.4＝240万円

ケース４ Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ・Ｆ・Ｇ・Ｈ・Ｉ・Ｊの９名で共同実施、危険住宅４戸、個々の負担割合11％ の場合
⇒ 個々の補助限度 600万円×0.11＝66万円


